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これは 2024 年 12 月 20 日の「自治労九州地連青年女性春闘討論集会」での講

演内容に加筆したものです。今後のさらに補強して 2025 春闘の討議資料としてい

くつもりです。２０２４年 11 月の自治労東北地連女性集会の内容とも重なってい

るころがあります。 

 

１. これまで人勧で下げられてきた自治体労働者の賃金 

春闘とは、賃金闘争の課題だけではすみません。ましてや「３３年ぶりの高水準の賃上

げ」などと言われていますが、この３０年間ほどで、はたらく人々のゆとりや豊かさが、

失われています。 

地方公務員の賃金と労働条件は、いわば地域の基本にもなっていました。この３０年間

ほどをみると、その元になる人事院勧告、つまり労働基本権制約の代償としての人事院勧

告には、実質賃金のゆとりを失わせる傾向があったのです。 

今回の勧告でも年齢による格差や扶養手当と地域手当大きくなっていますし、大都市一

局集中の傾向です。なお、時間そのものが、長年にわたって名目賃金も下げて続けてきた

こと忘れてなりません。 

1）各種手当も人勧で下げられ続けられました 

２０２5．１2 

２０２５春闘に向けて 

日常的な賃金と権利闘争で、心身と生活を守ろう！   

一般社団法人全国労働安全衛生研究会 代表  山田 厚 
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2）月例給も特別給（ボーナス）も繰り返し下げられてきました 

  

 

３）こうして家族構成の年収では確実に名目賃金も下られました 

人事院勧告では名目賃金も激しく下げられてきました。わかりやすくするために、次
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のモデルケースで１９９８年度から２０２３年度までの２５年間の賃金を比較しました。 

２４年間でモデルケースでは７９万円の名目賃金の切り下げ 

【モデルケース：４０歳係長（行政職給料表適用）、配偶者・子ども（小学生）１人を扶養、 

持ち家あり（世帯主）、四輪自動車（５km 未満）】（甲府市人事課調べ） 

 

（以上、２０２４年５月甲府市役所人事課調べより作成） 

この「４０歳の係長のケース」をそのまま２４年後の２０２２年度「４０歳の係長」に

当てはめると、７９万円の名目賃金の賃下げとなります。 

「高水準」？の名目賃上げとなったのは２０２３年度からであり、連続賃上げでも取り

戻すことができていないのです。特に技能労務職員の賃金等級「わたりの廃止」や民営化

による雇用不安と年齢が上がっても賃下げだけがすすみました。会計年度職員も増加し、

それもパートの扱いです。 
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これは１９８５年から国策で、賃下げが強行されました 

自治体の賃金が低ければ、低いほどいいとする国策です。全く、よくわからない国家公務員

の賃金指数 100とする比較？のラスパイレス指数を使って１００以上の自治体をたたきま

した。名目賃金の賃下げを行ってきました 

 

                ↓ 

区分 H16.4.1 H26.4.1 R5.4.1 R6.4.1 
増  減 

H16→R6 R5→R6 

全地方公共 
団体平均 97.9 98.9 98.8 98.8 ▲0.9 0.0 

総務省「令和 6 年地方公務員給与実態調査 結果等のポイント」より引用 

 

４）すべての労働者の名目賃下げがつづき、生涯賃金・年金の引き下げに 

国は、自治体に指示して地方公務員の名目賃金も押し下げてきました。このことは地

域民間の賃金水準の引き下げにも連動します。 

もちろん民間大企業でも、先がけて、様々な非正規雇用形態を導入し、非正規化や派

遣労働を行い、日本全体の名目賃金の押し下げにもなりました。 

民間調査でも労働者の家計収入の大幅な所得の減少と生涯賃金の減少が指摘されて

います。総資本は、総労働の賃下げを進めるために、公務員だけでなく地域の賃金水準

を押し下げました。生涯にわたるその個々人の年金の減額にも連動して、民間集計では

３０年間足らずで３７００万円を超える生涯賃金が奪われています。 

それに、３０年間の物価高騰と消費税などの増税ですから、政府統計どころではない

実質賃金の引き下げが続いていると判断すべきです。 
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３０年間１１３万円も名目賃金の引下げ、 

生涯賃金は男性２６年間３６３０万円、女性は２２年間３７２０万円賃下げ 

 

 

2. 自治体では委託・人減らしを行政改革で強めました 

  

 賃金だけではありません。１９８０年代の行政改革で、人件費コストカットで職場ごと

民間委託化となり、人減らしと人手不足＝労働強化にむかいました。それは自治体労働者

から社会全体の低水準化に向かいました。 

１９８０年代の行政改革で、独占企業・自民党の内容で、198４年地方自治経営学会が発足し

ました。いきなり数多くの出版物が出されましたが、その多くは自治体直営から民間委託による

人件費コストカットの財政効率化ばかりです。『公民のコスト比較』（１９８５年）をみると、こうして、

乱暴なコストカット論で、事業の全般を、特に社会保障を中心に、全国の自治体の機能を低下さ

せ、社会全体の賃金・労働条件の低下への傾向をつくりだしました。 

この当時の、地方自治経営学会の暴論は強行され、「失われた３０年」を社会にもたらし

ました。これは、自治体の本体の目的である「住民福祉の増進」に逆行するもので、社会

保障と公的教育そして保育などの子育て機能をつぶすものでした。 

行政改革で自治体労働者の人減らしと賃下げが強行され、社会が劣化しました 

生み出される財源 ※人口１０万規模程度の市では 

ごみ収集        約  ２億円    学校給食        約５０百万円 

学校用務員       約  １億円    学校警備        約  １億円 

みどりのおばさん    約  １億円    公用車（１０～２０台） 約５０百万円 
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ホームヘルパー（３０人）約５０百万円    入浴サービス      約２０百万円 

老人福祉センター管理  約２０百万円    児童館管理       約２０百万円 

体育館管理       約２０百万円    プール管理       約 ８百万円 

市民会館管理      約５０百万円    養護老人ホーム管理   約  １億円 

庁舎清掃        約１０百万円    電話交換        約 ６百万円 

タイプ         約 ４百万円    市役所案内業務     約 ３百万円 

庁舎警備        約 ６百万円    水道の検診       約５０百万円 

水道料金の徴収     約３０百万円    浄水場運転管理     約１０百万円 

水道料金調停      約５０百万円    道路清掃        約６０百万円 

保育所         約  ５億円 

          計           約 ２０億円 
（大阪府下、東京都下の市では 25～３０億円 人口２０～３０万の市では約４０億～５０億円） 

（1985 年 地方自治経営学会『公・民のコスト比較』） 

  

 現在、政権側は、「少子化対策として」「子どものために」を口実にして、年金などの引き下げ

高齢者医療の負担増などを求めていますが、これは現在の少子化を招く一因にもなっているは

ずです。 
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保育所では、民間委託にするために、「自治体の保育料は国基準より負担軽減されている」と

の暴論や、「自治体の公立保育所は、民間と比べ職員数が多い」との真逆の暴論をくりかえしま

した。子育て家庭の生活を圧迫させ、保育職員の少ない定数もそのままにし質の高い安全な保

育を国策で阻害しました。 

当時、強行した方針をみても子どもの健全育成を阻害していることがわかります。都市部の交

通安全のための「みどりのおばさん」を全廃にし、それを PTA や自治会関係に押し付けこともそ

うです。 

行革で保育料が軽減されていることや職員数が充実している自治体をたたきました 
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 現在も、公共施設の統廃合によるなど委託化はＰＦＩなどと、保育所などで強められています。 

 

２. 賃金だけでなく、労働時間・強度など一体的把握を 

  

労働者の処遇改善では、名目賃金の引上げがもっぱら社会的な議論になっています。確かに

名目賃金が引き上げられています。インフレ期だけに確実に名目だけでなく実質賃金を引き上

げることは絶対必要です。 

しかも、賃金だけでなく、それと共に後退している労働雇用の権利・条件全体における改善が

必要です。企業側が利潤を高めるには、労働者をより安く、より都合よく、より緊密に働かせ、よ

り自由に辞めてもらうことです。経営の本性とは、より搾取を強めることだからです。 

労働者側としては、経営内だけをみても、賃金と連動している、労働時間と労働強度それに職

場の安全衛生的な労働環境、それに雇用契約条件の是正。企業内の福利厚生の改善です。こ

れらを一体的に捉え、それぞれ是正・改善することが必要です。 

そこで、これまでを管単に振り返ってみましょう。 

 

①  労働時間法制がズタズタとなってきました 

約４０年前の１９８７年の労基法「改正」から、もっぱら労働時間法制が改悪されてき

ました。 

●労基法の法文では「週４０時間労働制」を掲げて、冒頭の「一日８時間労働」が後ろに下

げられました。 

●その前から「４週６休」の施行がはじまりましたが、それに伴って多くの企業内の休日（夏

休み・〇〇会社記念日・年末年始休みなど）が削られてきました。 

●多くの自治体職場では「市民サービスを低下させない」「人員増は行わない」「経費の増

加はしない」を方針としました。その時点からどこでもただ働きが少しずつはじまり、公

然となっていきました。 
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●１９８７年の「改正」から変形労働時間制が本格化しました。「一か月単位・三か月単位

変形労働時間制」「フレックスタイム制」「一週間単位の非定期労働時間制」「みなし労働

時間制・裁量労働制」がはじまりました。 

●この変形労働は、１９８７年以降も次々に広げられてきました。１９９４年には 1 年単

位の変形労働時間制が新設されました。２０１９年の働き方改革では労働時間に規制さ

れない高度プロフェッショナル制まではじめました。 

●この４０年前の変形労働から、看板の【ささやかな改善】と共に【本来の改悪】が押し

込まれ、また、改悪内容の対象事業や要件が緩和され、いわば【小さく生んで大きく育

てる】改悪になっています。 

●変形労働で労働時間制をズタズタにするためには、主に４０年前から「労使協定」で可能

とさせ、「労使自治」との概念も独占企業体から強調され始めていきます。 

これら労働時間の実態は、企業の都合に合わせて所定労働時間を労使協定で「改正」さ 

せ、賃金計算で残業・休日・深夜の増金から減らされることにもなっていきました。 

 

② 労働強度・緊張度が高まってきました 

労働強度（労働密度）は、同じ時間内おける労働の支出が増やされることです。科学技術の進

歩であるＤＸ・AI 推進、ＩＴ新システム化も利潤のために利用して、作業速度を速め、「個人の責

任」と緊張度を強め、それを生産性向上だから当然としています。 

また、育休などの権利休暇も官製春闘で強調されていますが、育休取得者の代替要員がしっ

かり確保されていなければ、その職場では、さらに「人手不足」となり、まわりの労働者の労働強

度を増すことになります。 

人事評価制度も労働強度になります。特にマイナス査定の相対評価として、「ワースト労働者」

を作り出し、バッシングする強まる傾向です。これも全体の労働者間の競争を強めながら労働強

度を増します。 

労働強度は、労働現場で問題にしない限りなかなか表面化しません。 例えば、 

・今まで 6人の業務を「人手不足だから」と 4人でやらされれば 1.5倍の労働強度です。 
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・運転労働なら、40 キロで仕事が間に合っていたものが 60 キロ速度の運転でなければ間に合

わないとすれば 1.5倍の緊張となる労働強度です。 

・これは、今まで 8時間労働が１２時間の 1.5倍の長時間労働となることと同じです。 

・もし、同じ賃金なら実質賃金は 20％近い賃下げと同じことです。 

労働強度は、労働時間内での緊張を高めゆとりを奪うために、労働災害職業病を必ず増加さ

せます。そして人間関係も悪化させながらメンタルヘルス不調を深めていくのです。 

しかし企業内で盛んに強められてきました。それは実質賃金低下や長労働時間より労働強度

は表面化せず、職場の抵抗がなければ強められるのです。なお、それまで社会になかった「過労

死」という新用語も 1980年代以降、誰でも知る日常語になっていきました。 

 

③ 労働安全衛生のコストが削減されています-安全衛生法などの活用を 

職場環境の危険性がなく衛生的なのかも、大切な労働条件です。人件費コスト削減だけでな

く、職場の安全衛生コストの削減もあるからです。 

職場（在宅勤務の場合には自宅が職場）の、温度・湿度・照度・騒音・気流・空気・気積・ 

トイレ・休憩室・事務室などの施設も、作業スペース・機械器具・化学物質の原材料などの安全

衛生上の責任は使用者にあります。しかし、外部からは目立たず、職場での労働者側の改善活

動がないと、当局側の「自由」にされて「ムダなコスト」にされてしまいます。 

しかし、安全衛生がおろそかにされる、労災職業病は必ず増え、ここでも労働者のいのち健康

を奪うことになります。その典型は、大企業が進めている在宅ワーク・テレワークです。その機

材・機器の多くが「自己負担」「自己責任」にされています。つまり、「自己負担」とは、質的な賃下

げとなっていきます。しかも、在宅の仕事でのケガや病気の労災認定は極めて困難とされていま

す。 
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④  消費税と支出が増え労働契約の安定を奪っています 

雇用・契約条件も、重要です。この間、非正規労働が増やされ不安定雇用がひろがってきまし

た。１９９５年、当時の日経連（経団連と統合）が提起した「新時代の『日本的経営』－挑戦すべき

方向とその具体策」は、「雇用柔軟型グループ」などとして終身雇用制を破壊し非正規化への

「置き換え宣言」でした。 

 

この３０年前から労働の「多様化」化が強められ、労働者間の対立・分断が「正規‐非正規」

「男‐女」「若者‐高齢者」「外国人‐日本人」などなど、差別も含めて拡げられてきました。そして正

規も含めて全体の労働条件と権利を押し下げました。今、「多様化」はあらゆるところで使われて

いますが、労働者の権利・労働法では、画一の労働基準からの改善の押し上げが必要であり、
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「多様性」では、個々バラバラにされ押し下げを狙う口実にもされてしまいます。 

また、労働契約の締結における明示義務も、労基法で明らかですが、かなりいい加減にされ明

らかな違反も多く、非正規の労働条件を劣化させています。 

なお、「正社員」「非正規」の企業概念を変えはじめ、限定（地域・職種）正社員・短時

間正社員としたり非正規社員にもパートとフルタイムなどと、正規非正規の間さえ多様に

されていきました。 

消費税率の引き上げからも正規労働が削減に 

雇用の外注化は、消費税とも連動して激増してきました。消費税の内容に「正規労働者を削減

し外注化」は「課税仕入れ額」とみなされ、企業負担の消費税額を削減できるからです。つまり消

費税は、独占企業の労務方針に合わせて雇用劣化させる要素があるのです。 

このことで消費税の増率とともに正規労働者を削減し、別会社への外注化、派遣労働、フ

リーランス化が強まった３０年間でした。 

国に収める企業の消費税額を減らすには… 

（ 課税売上額 －《 課税仕入れ額＋雇用の外注化 》）× 消費税率 

＝ 減額して収める消費税額  

  

⑤  労働者の労働条件・権利は広く一体として把握を 

 したがって、企業内でも実質賃金・労働時間・労働強度・労働安全衛生・雇用状態などを一

体として把握し是正し改善すべきです。また、労働者として自由にものが言えるかどうか？ 労

働者としての団結はどうか？ 企業内の福利厚生はどうか？ 必要な人手数はどうか？など一

体としてとらえるべきです。さらには、企業外の不公平税制による増税や社会保障負担増からも

判断すべきなのです。 
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３. 過酷な労働で心身の健康や安全が壊されています 

 

（1）政府統計でも心身の健康と安全が脅かされていることは明らかです 

労働現場の抵抗が弱く、全体の労働条件が引き下げられ、労働監督行政も手抜きなら、過酷

な労働は強まり続けると、必然的に心身の健康や安全がこわされます。 

たとえ経済社会の変化・技術革新など環境の変化があったとしても、この資本主義社会では、

それは効率を高め生産性をあげるものであり、労働者にゆとり豊かさを与えるものではありませ

ん。労働者には労働強度を増進させるだけです。どのように社会が進歩し変化したとしても、労

働者の心身が進化し変化し強靭になったわけではありません。それは必ず労働者の心身を破

壊していきます。 

労働者の実態に関する政府統計は、「出来るだけ、控えめにみせる」ための統計と言えま

すが、その政府統計ですら、この２０～３０年間は労働者の健康状態は不調傾向が強まりとなり、

労災職業病の増悪傾向を示しています。 

また、労働のストレスも高まり、メンタルヘルス不調も深まり、自殺への思いが確実に広がって
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います。労基法・労働法の規制緩和・改悪などは、この実態をさらに劣悪にさせるだけです。 

健康不調（有所見）が戦後最悪の健康診断になり、労災も激増しています！ 

 

 

 

仕事のストレスが強まり、精神障害の労働災害の認定は困難であるにもかかわらず今が最多 
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地方公務員も公務災害も増え、メンタル不調の長期休業者が激増 

  

労働強化が労働者の自殺念慮と自殺をまねいています 
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４. 過酷になっている労働実態を見つめここから是正を 

 

日本の労働監督行政もかなりの手抜き傾向ですが、 

地方公務員は、まず自分たちで身を守るしかない 
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（1）労働時間が曖昧にされ労働者個人の時間が仕事に使われている―是正を 

労働時間が仕事のための時間か、個人の時間か、その区別が曖昧にされ、労働時間の無償

労働が蔓延しています。その是正をはじめよう！ 
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（２ ⃣）仕事で必要なものが労働者の自己負担にされている―是正を 

労働者が労働するために必要なもの＝施設・労働用具・消耗品（文房具類なども）は企業側が

提供するのが当然です。しかし、職場の団結と権利の後退のなかで、労働者負担にされる傾向

もあります。連合の調査でも、その典型はテレワークです。「私物のパソコン・タブレット」「私物の

携帯電話」などの自己負担―その改善を 
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この調査では、設問の理解を進めるためでしょうか「勤め先の補助はあるか」の「補助」も本来、

正しいとはいえません。施設（施設（部屋）、机・いす、冷暖房機器・照明機器）とその減価償却費

も当局負担とすべきですが・・・「補助」が増やされ自己負担にされています。 

そうなると。自分の時間と勤務時間の区別も曖昧にされてしまう傾向になっていきます。 

 

（4）人手が足りないのに、仕事量は増える、知らない仕事にいきなりとは 

国策の関係からも大きな補正予算や新しい仕事もあり、仕事は増やされ、しかも人手は

国際的にも劣悪なのに足りません。 

 

やることいっぱいー防災対応も、地域の貧困・倒産問題（特に社会福祉関係）も、プレ

ミアムも、臨時給付も、法制度改正も、パワハラも、カスハラも・・・。 
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それで心身の健康破壊よる、 

傷病休暇か、病気休職か、自己都合退職か・・・・ 

 

 

  

 

自治体でも「自己都合退職者」は多く、定年退職までたどり着いた人はその総数の約半

数です。これは、安心して働き続けられないという苛酷な労働実態の結果です。 

さらに増加していきます。職場をみても女性の心の不調が多く、「自己都合退職」＝「先

行き不安・過労離職」も男性より多い状況があります。 

  

５. 特に働く女性の心身の健康状態も悪化しています 
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心身の健康と安全状態を、特に働く女性の立場からも把握しなければなりません。男女

総体の健康診断結果でも、これだけ悪化しているのですから、女性だけ健康ということは

まずありえません。むしろ女性労働者の健康不調傾向が強くあり、それは使用者側の形式

的な平等＝男女同一の働かせ方であると想定できます。 

しかし、政府統計ではここ３０年ほど働く男女別の健康統計などが公表されていない状

況があります。つまり、今の社会では女性労働者の心身の健康状態、性差からの健康実態

がほとんど分からなくされているのです。「女性の活躍推進」「ジェンダー平等」とされな

がらも、不思議というより意図的な作為を感じます。 

 

 

生理休暇も取得出来ていないで、「女性活躍」はおかしい 

 

働く世代の３０歳～６０歳までのがん罹患者は女性が多い        

全年齢の日本人のがん患者数は男性が多いのですが、それは高齢者であり、６０歳未満

では女性のがんは男性の３倍以上にもなります。これは働く女性の世代です。 
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男性に比べ、女性の有訴者率、通院率がより増加しています 

一般の調査などからも女性の健康不調は明らかです。 

厚生労働省の有訴者率（人口千人に対する自覚症状のある人の数）を見ると、特に女性

の増加傾向が強くなっています。また、女性特有の疾病・症状－関節痛・肩こり・腰痛・

頭痛・貧血・生理障害・更年期障害などにも苦しめられています。年齢層で見ると２０歳

代～５０歳代の女性に増えています。        

しかも、「イライラしやすい」「眠れない」などメンタルヘルス不全の症状も増加してい

ることからも、高齢女性ばかりではなく、働いている女性が有訴者率を引き上げているこ

とは明らかです。男女ともに状態は悪くなっていますが、特に女性の増悪傾向があります。 

通院率（傷病で通院者の人口千人当たり）も、２０歳以上からは全ての年齢で女性の方

が多いこともわかります。 
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甲府市役所で自治体労働者・女性課長の事態をみると 

 国・自治体・大企業内の職場で進められているのは、女性幹部当局促進、女性管理者登

用です。しかし多くの労働者は、「無理して幹部当局どころか管理者にならなくても、安心

して定年まで働けるゆとりがあればそれでいい」と思っているのではないでしょうか。ま

た、労働運動としても、管理者をめざすことが目的でもないはずです。 

 身近な調査として、男女別に甲府市役所を調べてみました。 

 

これを２０１８年度から２０２２年度の５年間で集計してみました 
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・課長職試験対象者数の男女割合でみると、採用時点でより女性が極めて少なくなってい

ます。男女比での女性割合はわずか１６％です。対象年齢・勤続年数に達する前に「自

己都合退職」する女性職員多いことがわかります。 

・「手上げ方式」ですから、課長職試験に臨む男女は少なくなっています。今の課長職も大

変な仕事量と責任が強められ、特に女性職員の受験者はさらに少なくなる傾向がありま

す。 

・しかし、試験に臨む人の中での男女合格率は圧倒的に女性の合格率が高いことがわかり

ます。当局による女性の「ポジティブアクション」（積極的格差改善措置？）が行われて

いると考えらえます。 

今や！男女ともに「課長になりたくない」というより「係長になりたくない」「降格を希

望したい」との気分・実態もあるまでになってきました。 

 

６. まず職場の会話・雑談を意識して始めよう！ 

さあ頑張って雑談からはじめて実態を交流しましょう！ 

■スマホのやり取りもすべきです。でもやはり、「生」で、顔を合わせて（「フェイス ト

ゥ フェイス」）での会話・雑談です。「ふぅー疲れるよね・・・」「アァやーだねー」「こ
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んなことしろといわれてもね・・・」「こんな怖い事があったよ」「どうも、このところ肩

が痛くてねー」「あそこの診療所は丁寧だからいいよ」「あなた、それならシップは温シッ

プだよ」「うちに帰ったらとにかく疲れてころがっているだけだよー」 

■仕事や生活や身体の雑談の中から、働く仲間どうしの信頼と健康と安全の課題が見えて

くるはずです。 

 甲府市では２０１９年～２０２０年にかけて市職の仲間２名の自殺災害がありました。

厳しい過労は、急なうつや精神障害を発症します。この場合、動作・言動だけでなく、周

りの人はその人の顔や目を見ただけで気がつきます。たとえ本人が気づかなくても、本当

は周囲で気がつくのです。 

 そのためにも日頃の雑談に効果があるのです。特にメンタルヘルスの効果です。孤立し

た過労自死の女性や甲府市職員の苦しみも事前にわかるはずです。 

「自己責任」からの「自殺」「自己都合退職」の事態を止める可能性は仲間とのかかわり

です。雑談です。 

■勤続年数が長い人は、時々雑談として職場の昔話もしましょう！退職者との雑談もやる

べきです。 

 「３０年前はチャイムを後ろに聞きながら階段を下りて帰ったものだ」 

 「午前１０時と午後３時の休息時間があったこと知っている？」 

 「年始はみんな着物だった。もちろんその日は仕事などしないよ」 

 「徹マン（徹夜マージャン）で、３日やったことも」 

 

■いくつかのいのちや健康を奪う要因があります。もくもくと仕事だけをしていることは

危険です。孤立無援にさせられて話し相手もいないことは、仕事における競争と個人責任

が強められるだけです。今の人減らしは、「先行き不安の過労離職」です。 

 それに、課長段階の管理者も心身の健康が脅かされ・・・メンタル不調となり…パワハ

ラもあります。 
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甲府市では７人の課で、課長以外の６人は休んでいます？？ 労働過重性が全体にあり。

課長もメンタル不調からの「パワハラがひどい」といわれています。 

 

■だからこそ、まず職場の雑談、会話です。管理職の目があるなら・・・むつかしいなら・・・

洗面所でも廊下でもエレベーターでもすべきです。 

仲間との疲れない趣味の遊び・ランチ会・飲み会も大切です。女性部で組合費を使った

ランチ会だけをしているところもあります。 

このことは思考力＝メンタルヘルスも維持しますし、仲間があることで絶望の手前で留

めることもできます。そして共通のつらい思いをしている仲間との絆づくりの基礎です。

権利ための改善・是正にむけた出発点は、ムダ口の雑談からです。 

そこから、ささやかな団結や要求も、改善もはじまるのです。 


